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▼
歳
入
は
3
・
3
％
の
増
加
　

　
市
税
収
入
は
引
き
続
き
低
迷
し
て
い
る
も
の

の
、
国
庫
支
出
金
や
繰
越
金
が
増
加
し
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
歳
入
全
体
で
は
平
成
23
年
度
よ
り

3
・
3
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

▼
歳
出
は
4
・
9
％
の
増
加

　
生
活
保
護
費
や
子
ど
も
医
療
費
な
ど
の
社
会

保
障
費
や
圏
央
道
関
連
事
業
費
が
増
加
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
歳
出
全
体
で
は
平
成
23
年
度
よ

り
4
・
9
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　平成 24年度一般会計決算額は、歳入が 168 億 929 万円、歳出が 156 億 4,193 万円

で、単純な差し引き（形式収支）は 11億 6,736 万円となりました。このうち、平成 25

年度に繰り越して実施する事業のための繰越金 1億 1,268 万 6千円を除いた決算剰

余金（実質収支）は 10億 5,467 万 4千円の黒字となりました。

平
成
24
年
度
決
算

問合せ

 一般・特別会計については

　財政課

　　☎(43)1111 内線 252

　　 （43)3783

 水道事業会計については

　水道管理課

　　☎(48)0050

　　 (48)0120

　

平
成
24
年
度
の
決
算
が
9
月
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
、
み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た

市
税
や
国
・
県
か
ら
の
支
出
金
な
ど
の
収
入
を
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
の
か
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

歳入（いただいたお金）　168億929万円

歳出（使ったお金）　　156億4,193万円

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ

市民 1 人あたりは？

（平成 25 年 3 月 31 日現在人口 53,932 人）

一 般 会 計 決 算
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市

税

の

状

況

　
歳
入
の
中
で
最
も
多
い
の
は
、

み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い

た
市
税（
市
民
税
、
固
定
資
産
税
、

軽
自
動
車
税
、
市
た
ば
こ
税
、
都

市
計
画
税
）で
、
歳
入
全
体
の
38
・

2
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
そ
の
な
か
で
も
、
市
民
税
は
、

市
税
の
約
半
分
を
占
め
る
大
切
な

財
源
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
都
市
計
画
税
は
市
街
化

区
域
内
の
土
地
や
家
屋
に
課
税
し

て
い
る
も
の
で
、
2
億
8
1
7
6

万
4
千
円
の
収
入
が
あ
り
、
主
に

下
水
道
事
業
に
使
い
ま
し
た
。

市
債
と
基
金
の
状
況

　
市
で
は
、
次
世
代
へ
の
負
担
の

先
送
り
と
な
ら
な
い
よ
う
、
市
債

（
長
期
に
わ
た
り
借
り
入
れ
る
借

金
）
の
新
規
発
行
を
抑
制
し
て
い

ま
す
。

　
ま
た
、
今
後
予
定
し
て
い
る
大

規
模
事
業（
幸
手
駅
周
辺
の
整
備
、

圏
央
道
関
連
事
業
、
道
路
・
橋
・

公
園
な
ど
の
公
共
施
設
の
老
朽
化

対
策
な
ど
）に
備
え
、
基
金（
災
害

復
旧
や
大
規
模
事
業
な
ど
の
た
め

の
貯
金
）
へ
の
積
立
て
を
計
画
的

に
行
っ
て
い
ま
す
。

健全化判断比率をお知らせします
～比率はすべて基準を下回っています～

実質赤字比率　　　　　　　－％[　１３．３８％]

一般会計の赤字が一般会計の収入に比べ、どの程度かを表
すもの。赤字ではないため、該当なし「－」となります。

連結実質赤字比率　　　　　－％[　１８．３８％]

市のすべての会計を合算した場合の赤字の程度を表すもの。
赤字ではないため、該当なし「－」となります。

実質公債費比率　　　　７．０％[　２５．００％]

市債の返済額などの程度を表すもの。

将来負担比率　　　　２０．７％[３５０．００％]

今後、返済する市債の残高など、将来支払う負債の程度
を表すもの。

　健全化判断比率は、市の財政の健全度を判断するもので、

それぞれ判断基準である早期健全化基準([ ]内に表示)などが

設けられています。早期健全化基準はいわゆる「イエローカー

ド」で、これを上回ると早期健全化団体と位置付けられます。

一般会計の主な事業と決算額

    収益的収支

    資本的収支

　　歳　　出

70億1,754万2千円

 4億1,163万円

26億6,413万3千円

　　2,621万5千円

 7億9,710万円

　　支　　出

10億  251万4千円

 4億2,979万1千円

　　歳　　入

76億3,021万6千円

 4億1,535万6千円

27億8,734万6千円

　　2,932万4千円

 9億  756万4千円

　　収　　入

10億9,901万9千円

　　4,972万5千円

特別会計名

国民健康保険

後期高齢者医療

介 護 保 険

農業集落排水事業

公共下水道事業

水 道 事 業

※資本的収支の収入と支出の差額3億8,006万6千円につい
ては、内部留保資金により補てんしました。

特別会計決算

一般会計の
 市債と基金の推移


